
平成 15年 3月期 第1四半期連結決算概要  平成 14 年 8 月 8 日

上   場   会   社   名       ミネベア株式会社 上場取引所  東 大 名

コード番号       6479 本社所在都道府県

(ＵＲＬ　　http://www.minebea.co.jp)
問合せ先  責任者役職名 取締役経理部長 長野県

　　　　　　  氏　　        名　　　　　　大木　貞彦 TEL (03) 5434 - 8611
決算取締役会開催日　　平成 14 年 8 月 8 日

米国会計基準採用の有無 無

１. 第1四半期の連結業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 6月 30日）
(1)連結経営成績 （金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

第1四半期 72,367 - 6,031 - 4,524 -
14年 3月期 279,344 △ 2.7 21,972 △ 33.4 15,995 △ 35.3

      四半期(当期)純利益 　             １ 株 当 た り        潜在株式調整後

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

第1四半期 1,903 - 4.77 4.46
14年 3月期 5,298 △ 64.3 13.27 12.60
(注)①持分法投資損益             　　　 3百万円  　 （14年 3月期      △21百万円）  

     ②期中平均株式数（連結）　　399,154,295 株　 （14年 3月期   399,165,043 株）

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④今期は四半期決算開示初年度のため、前年同期の数値及び比較はありません。

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

第1四半期 333,569 101,090 30.3 253.26
14年 3月期 350,037 112,731 32.2 282.42
(注) 期末発行済株式数（連結） 　399,152,930 株　 （14年 3月期   399,159,121 株）　

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による 　現金及び現金同等物

　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

第1四半期 7,812 △3,934 △6,165 11,241
14年 3月期 34,017 △ 24,346 △ 8,317 13,952

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  48　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　2　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）1　社  （除外）1　社   持分法（新規）0　社  （除外）　0　社

２. 15年 3月期の連結業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 142,000 7,300 3,600
通　　期 288,000 18,500 10,000

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）                 25円   05銭

※　 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在におけ

　　　る仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提条件その他

　　　の関連する事項については、添付資料の３ページを参照して下さい。

四 半 期 (当 期) 純 利 益 １株当たり四半期(当期)純利益
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添 付 資 料 
 
１. 経営成績及び財政状態 
(１) 経営成績 
① 業績 
第 1 四半期のわが国経済は、IT 関連の在庫調整が一巡し、輸出環境が好転する中、生産活動は順調な回復を見せました
が、引き続き設備投資、雇用、所得環境や個人消費の低迷が続き、円高が急速に進むなど、景気は依然厳しい状況で推移
いたしました。 
米国経済は、堅調な個人消費に支えられ、緩やかな回復が続きましたが、最近になり企業会計に対する不信を機に株価
が急落するなど、景気回復に対する不安材料が出てまいりました。一方、欧州、アジアの経済も米国経済の回復と IT 関
連の在庫調整の一巡に伴い緩やかな回復となりました。 
当社製品の主力市場であります情報通信機器関連市場は、在庫調整の一巡、世界経済の緩やかな回復に伴い、比較的順
調に推移いたしました。この様な状況の中で、当社は生産、販売の増加をはかり、コスト削減に努めました。この結果、
第 1 四半期の売上高は 72,367 百万円、営業利益は 6,031 百万円、経常利益は 4,524 百万円となりました。第１四半期純
利益につきましては税効果会計による法人税等調整額に 1,096 百万円を計上したこと等により 1,903 百万円となりました。 

 
(a) 事業の種類別セグメント業績は次のとおりであります。 
機械加工品事業 
機械加工品は当社の主力製品であるボールベアリングの他に、主として航空機に使用されるロッドエンドベアリング、
ハードディスク駆動装置（HDD）に使用されるピボットアッセンブリー等のメカニカルパーツ、自動車及び航空機用の
ネジ、防衛関連製品が含まれております。ボールベアリングやピボットアッセンブリーは、情報通信機器関連業界の在
庫調整の一巡、家電業界向けへの拡販に伴い、売上げは順調に回復いたしました。 
一方、ロッドエンドベアリングは昨年の同時多発テロ以降、主力市場である航空機業界よりの需要が減少し厳しい状
況で推移いたしました。この結果、第1四半期の売上高は31,668百万円、営業利益は5,098百万円となりました。 

電子機器事業 
電子機器事業はスピンドルモーター、ファンモーター、ステッピングモーター等の各種精密小型モーター、キーボ

ード、スピーカー、フロッピーディスク駆動装置（FDD）、スイッチング電源、及び計測機器が主な製品であります。
主要客先であります情報通信機器関連市場からの需要は回復基調にありましたが、価格競争は一層厳しさを増してま
いりました。このような中で、フロッピーディスク駆動装置（FDD）の販売は低迷いたしましたが、ファンモーター、
ステッピングモーター、ＨＤＤ用スピンドルモーターなど、精密小型モーターは好調に売上を伸ばし、キーボードも
堅調に推移いたしました。この結果、第1四半期の売上高は40,699百万円、営業利益は933百万円となりました。 
 

(b) 所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 
日本地域 

日本地域は多くの顧客が厳しいデフレ圧力に対応するため、生産品目の海外シフトを進めており、販売は厳しい状況
が続きました。この結果、売上高は19,431百万円、営業利益は656百万円となりました。 

アジア地域 
アジア地域は日本、欧米のパソコンや家電製品メーカーの生産拠点として重要な地域であります。日本、欧米の情報
通信機器関連市場の在庫調整の一巡による需要増加、家電業界向けの販売の増加に加えて、日本からの生産シフトもあ
り販売は好調でした。また、当社の主力生産拠点もアジア地域に所在しており、販売の好調により生産数量も増加し、
コスト削減も進展いたしました。この結果、売上高は 27,861百万円、営業利益は 4,789百万円となりました。 

北米･南米地域 
米国経済は、個人消費の堅調さに支えられ、緩やかな回復が続きました。しかし、昨年の同時多発テロ以降、

航空機関連の需要が低迷し、航空機業界が主力市場であるロッドエンドベアリングや大型ボールベアリングの売
上は厳しい状況が続きました。一方、ＰＣ業界向けの、キーボード及びスピーカー等の販売は堅調に推移いたし
ました。この結果、売上高は 15,806 百万円、営業利益は 233 百万円となりました。 

欧州地域 
欧州地域では景気は緩やかに持ち直しており、ボールベアリング、及びロッドエンドベアリングなどが堅調に推移い
たしました。売上高は9,266百万円、営業利益は352百万円となりました。 
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② 通期の見通し 

当連結会計年度につきましては、米国経済は年前半は堅調な個人消費に支えられ、年後半には設備投資が増加し、順
調に回復軌道を辿るものと思われておりました。また、米国経済の回復に伴い、日本、欧州、アジアの経済も輸出拡大
の効果により、緩やかながらも回復が続くものと予想しておりました。しかし、最近になり米国の企業会計に対する不
信から株価が急落する等、米国経済の将来の順調な回復に対する懸念が生じており、回復に向かうとしてもそのスピー
ドは鈍化するものと思われます。日本、欧州、アジアの経済も米国経済の回復鈍化の影響により、回復は極めて緩やか
になるものと予想されます。 

(a)  事業の種類別セグメントの通期の見通しを示すと、次のとおりであります。 
機械加工品事業 

ロッドエンドベアリングの主要顧客の一つである航空機業界は、同時多発テロの影響から需要が低迷しており当面厳
しい状況が続くものと予想しております。一方、主力製品であるボールベアリング等については情報通信機器関連市場
の需要低迷が底を打ち、需要は緩やかに回復するものと思われます。ボールベアリングを始め関連主要製品の更なるコ
スト削減、品質の向上、販売等の一層の効率改善に努め、業績の向上をはかります。 

電子機器事業 
電子機器事業の主要顧客であります情報通信機器関連業界の需要低迷が続いておりましたが、在庫調整も終わり徐々
に需要は回復するものと予想されます。主力製品であるＨＤＤ用スピンドルモーターやファンモーター等の精密小型モ
ーターの一層の拡販と、その他キーボード等の主要製品についてもコスト削減をはかり、高付加価値製品や低価格対応
製品の開発及び市場投入を進め業績の改善に努めます。 

 
(b)   所在地別セグメントの通期の見通しを示すと、次のとおりであります。 
日本地域 

顧客企業の多くが需要低迷と価格競争の激化を背景に、国内工場からアジア地域への生産移転を一層進めることが予
想され、販売面ではより厳しい状況が続くものと思われますが、製造から販売に至るまでの経営管理体制の効率化を
進め、各地域の営業、製造、技術のより緊密な協力体制を整備し、業績の向上をはかります。 

アジア地域 
当社の主力生産拠点があり、現在当社にとって最大規模の市場がある地域でありますので、この利点を生かし販売
の拡大に努めると共に、主要顧客の欧米、日本からの生産移管に迅速に対応し業績の向上をはかります。 

北米･南米地域 
主要顧客の一つである航空機業界からの需要は、米国における同時多発テロによる航空旅客の減少もあり、今後も
暫くは厳しい状況が続くと予想されます。 

欧州地域 
欧州地域に設置した開発部門による市場ニーズの迅速な取り込みを進め、ベアリングを始め主要製品の拡販をはか
ります。 
 

(2)  財政状態 
   当第１四半期の状況 

当社グループは、｢財務体質の強化｣を主要な経営方針とし、総資産の圧縮、設備投資の抑制及び負債の削減などを進めてま
いりました。当期における現金及び現金同等物の残高は11,241百万円と前期末と比べ2,710 百万円の減少となりました。 
 当期の各活動におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 
 業績の向上を強力に進め、営業活動によるキャッシュ・フローは7,812百万円の収入となりました。 
 設備投資の支払いによる 3,870 百万円の支出等の結果、投資活動によるキャッシュ・フローは 3,934 百万円の支出となりま
した。 
また、短期借入金の返済3,366百万円及び配当金の支払い2,794百万円等により、財務活動によるキャッシュ・フローは6,165
百万円の支出となりました。 
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２. 連結財務諸表等 
(１) 連結貸借対照表         （単位：百万円） 

当第 1 四半期末(１４・６・３０) 前期末(１４・３・３１) 比較増減 期 別 
科 目 金  額 構 成 比 金  額 構 成 比 金  額 率 

（資 産 の 部）  ％  ％     

流 動 資 産 １３０,９１３ ３９.３ １３１,５４８ ３７.６ △ ６３５ △ ０.５ 
  現 金 及 び 預 金 １１,２４１  １３,９５２  △ ２,７１０   
  受取手形及び売掛金 ５３,９５４  ５１,２８１   ２,６７２   
  た な 卸 資 産 ４６,２５６  ４９,８８７  △ ３,６３０   
  繰 延 税 金 資 産           ６,６９９  ６,５２１   １７７   
  そ の 他 １３,２７０  １０,４０６   ２,８６３   
  貸 倒 引 当 金 △    ５０９  △    ５０１  △ ７   
固 定 資 産 ２０２,６４１ ６０.７ ２１８,４７１ ６２.４ △ １５，８３０ △ ７.２ 
 有 形 固 定 資 産 １６９,８４２  １８３,４３７  △ １３，５９５   
  建 物 及 び 構 築 物  ９７,６１６  １０２,５１０  △ ４,８９４   
  機械装置及び運搬具 １８９,１９３  ２０７,７６０  △ １８，５６７   
  工 具器 具及び備品 ４７,４１４  ４９,７２５  △ ２,３１０   
  土 地 １６,８５２  １７,４１０  △ ５５８   
  建 設 仮 勘 定 １,３６７  １,３５１   １６   
  減 価 償 却 累 計 額 △ １８２,６０２  △１９５,３２１   １２，７１８   
 無 形 固 定 資 産 １４,６２０  １５,５０４  △ ８８４   
  連 結 調 整 勘 定 １３,６７６  １４,５９４  △ ９１７   
  そ の 他 ９４３  ９０９   ３３   
 投資その他の資産 １８,１７８  １９,５２８  △ １,３５０   
  投 資 有 価 証 券 ５,９４９  ５,７３０   ２１８   
  長 期 貸 付 金 ２２１  ２６８  △ ４７   
  繰 延 税 金 資 産            ９,５７９  １１,１４３  △ １,５６３   
  そ の 他 ２,６４２  ２,６０９   ３３   
  貸 倒 引 当 金 △    ２１４  △    ２２３   ８   
繰 延 資 産 １４ ０.０ １７ ０.０ △ ３ △ １７．１ 

資 産 合 計 ３３３,５６９ １００.０ ３５０,０３７ １００.０ △ １６，４６８ △ ４.７ 

 

第１四半期末  前 期 末  
(注) 自己株式の数 １４,７６５株  ８,５７４株 
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 （単位：百万円） 

当第 1 四半期末(１４・６・３０) 前期末(１４・３・３１) 比較増減 期 別 
科 目 金  額 構 成 比 金  額 構 成 比 金  額 率 

（負 債 の 部）   ％  ％    

流 動 負 債 １５３,４３１  ４６.０ １５６,９０８ ４４.８ △ ３,４７６ △ ２.２ 

  支払手形及び買掛金 ２４,４４６   ２６,１１５  △ １,６６８  

  短 期 借 入 金 ５６,３２３   ６１,６１８  △ ５,２９５  

  長期借入金(１年以内返済) ２７,９８６   ２８,０１９  △ ３２  

  転換社債(１年以内償還) １３,８２３   １３,８２３   －  
  未 払 法 人 税 等 ４,２２７   ４,１６２   ６５  

  賞 与 引 当 金 ５,２１０   ３,５２４   １,６８５  

  そ の 他 ２１,４１３   １９,６４５   １,７６８  

固 定 負 債 ７８,９４７  ２３.７ ８０,３０１ ２３.０ △ １,３５３ △ １.７ 

  社 債 ３５,０００   ３５,０００   －  

  転 換 社 債 ２７,０８０   ２７,０８０   －  

  新 株引 受権付社債 ４,０００   ４,０００   －  

  長 期 借 入 金 １２,３４１   １３,１３２  △ ７９１  

  退 職 給 付 引 当 金 ２１６   ２０８   ７  

  そ の 他 ３０９   ８８０  △ ５７０  

負 債 合 計 ２３２,３７８  ６９.７ ２３７,２０９ ６７.８ △ ４,８３０ △ ２.０ 

         

（少 数 株 主 持 分）         

少 数 株 主 持 分 １００  ０.０ ９５ ０.０  ４  ４.５ 

         

（資 本 の 部）         

資 本 金 ６８,２５８  ２０.５ ６８,２５８ １９.５  －  

資 本 剰 余 金 ９４,７５６  ２８.４ ９４,７５６ ２７.１  －  

 １６３,０１５  ４８.９ １６３,０１５ ４６.６  －  

利 益 剰 余 金 ６,６７７  ２.０ ４,７７４ １.３  １,９０３ ３９.９ 

その他有価証券評価差額金 △   １,６０７ △ ０.５ △   １,７１８  △ ０.５  １１０ △  ６.４ 

為替換算調整勘定 △ ６６,９８３ △ ２０.１ △ ５３,３３３  △ １５.２ △ １３，６５０ ２５.６ 

 １０１,１０１  ３０.３ １１２,７３８   ３２.２ △ １１，６３６ △１０．３ 
自 己 株 式 △        １１ △ ０.０ △         ６  △ ０.０ △ ５  ８１．４ 

資 本 合 計 １０１,０９０  ３０.３ １１２,７３１ ３２.２ △ １１，６４１ △１０．３ 

負債、少数株主持分 
及 び 資 本 合 計 

３３３,５６９ １００.０ ３５０,０３７ １００.０ △ １６，４６８ △  ４.７ 

（注）従来、連結損益及び剰余金結合計算書を用いておりましたが、連結財務諸表規則の改正に伴い、前期迄との比較可能性の
観点より組替表示を行なっております。 
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(２) 連結損益計算書            （単位：百万円） 
当第 1 四半期 

自 １４・ ４・ １ 
至 １４・ ６・３０ 

前    期 
自 １３・ ４・ １ 
至 １４・ ３・３１ 

期 別 
 
 
科 目 金  額 百分比％ 金  額 百分比％ 
売 上 高  ７２,３６７ １００.０ ２７９,３４４ １００.０ 
売 上 原 価   ５３,９８２ ７４.６ ２０６,０６０ ７３.８ 

売 上 総 利 益  １８,３８４ ２５.４ ７３,２８３ ２６.２ 
販売費及び一般管理費  １２,３５３ １７.１ ５１,３１１ １８.３ 

営 業 利 益   ６,０３１ ８.３ ２１,９７２ ７.９ 
営 業 外 収 益    ３９５ ０.５ １,８０１ ０.６ 
 受 取 利 息  １２  ５８６  
 受 取 配 当 金  ４７  ４３  
 持分法による投資利益  ３  －  
 そ の 他  ３３１  １,１７１  
営 業 外 費 用  １,９０２ ２.６ ７,７７８ ２.８ 
 支 払 利 息  １,２６５  ５,６７３  
 為 替 差 損  ２３０  ８２７  
  持分法による投資損失  －  ２１  
 そ の 他  ４０５  １,２５６  

経 常 利 益  ４,５２４ ６.２ １５,９９５ ５.７ 
特 別 利 益  ２８ ０.０ １,７２７ ０.６ 
債 務 免 除 益  －  ７１４  
 固 定 資 産 売 却 益  １３  ２４７  
貸 倒引当金戻入額  １５  ２６９  
車輪事業整理損引当金戻入額  －  ４９６  
特 別 損 失  ３５０ ０.４ ４,７７３ １.７ 
 た な卸 資産廃棄損  －  １,１２５  
 固 定 資 産 売 却 損  ６  ２２５  
 固 定 資 産 除 却 損  １８５  ３８６  
投資有価証券売却損  －  ６  
投資有価証券評価損  １  １,４６６  

 関係会社事業整理損            －  ９３７  
 退 職 給 付 費 用  １５６  ６２６  
税金等調整前四半期(当期)純利益  ４,２０３ ５.８ １２,９４８ ４.６ 
      

法人税、住民税及び事業税              １,１９２  ４,９１８  
法 人 税 等 調 整 額              １,０９６  ２,７１１  
法 人 税 等 合 計            ２,２８８ ３.２ ７,６２９ ２.７ 

少 数 株 主 利 益  １１ ０.０ ２０ ０.０ 
四半期(当期)純利益  １,９０３ ２.６ ５,２９８ １.９ 

（注）従来、連結損益及び剰余金結合計算書を用いておりましたが、連結財務諸表規則の改正に伴い、 
前期迄との比較可能性の観点より組替表示を行なっております。 

 
※今期は四半期決算開示初年度のため、前年同期の数値及び比較はありません。 
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（３）  連結剰余金計算書     （単位：百万円） 

当第1四半期 
自１４．４． １ 
至１４．６．３０ 

前   期 
自１３．４． １ 
至１４．３．３１ 

期 別 
 
 
科 目 金  額 金  額 
（資本剰余金の部）   

   
資 本 剰 余 金 期 首 残 高 ９４,７５６ ９４,７５６ 
資 本 剰 余 金 増 加 高 － － 
資 本 剰 余 金 減 少 高 － － 
資本剰余金四半期(期末)残高 ９４,７５６ ９４,７５６ 
   
（利益剰余金の部）   

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 ４,７７４ ２,５３３ 
利益剰余金期首残高 ４,７７４ ３,３０３ 

 海外子会社過年度税効果調整額 － △   ７７０ 
利 益 剰 余 金 増 加 高 １,９０３ ５,３４２ 
   四半期（当期）純利益 １,９０３ ５,２９８ 
 連結子会社の減少による利益剰余金増加高  － ４３ 
利 益 剰 余 金 減 少 高 － ３,１００ 
 連結子会社の減少による利益剰余金減少高  － ２４０ 
 配 当 金 － ２,７９４ 
 役 員 賞 与 － ６６ 
利益剰余金四半期(期末)残高 ６,６７７ ４,７７４ 
   
（注）従来、連結損益及び剰余金結合計算書を用いておりましたが、連結財務諸表規則の改正に伴い、 

前期迄との比較可能性の観点より組替表示を行なっております。 
 
※今期は四半期決算開示初年度のため、前年同期の数値及び比較はありません。 
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（４） 連結キャッシュ･フロー計算書              （単位：百万円） 
当第1四半期 

自１４．４． １ 
至１４．６．３０ 

前   期 
自１３．４． １ 
至１４．３．３１ 

期  別 

 科  目 金   額 金   額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ･フロー    
   税金等調整前四半期(当期)純利益   ４,２０３ １２,９４８ 
   減価償却費  ５,８２３ ２４,３８５ 
   連結調整勘定償却額   ３００ １,１９２ 
   持分法による投資損益（利益：△）  △ ３ ２１ 
   受取利息及び受取配当金  △ ５９ △      ６３０ 
   支払利息 
   債務免除益 

 １,２６５ 
－ 

５,６７３ 
△      ７１４ 

   有形固定資産売却損益  △ ６ △        ２１ 
   有形固定資産除却損  １８５ ３８６ 
   関係会社事業整理損 
   投資有価証券売却損 
   投資有価証券評価損 

 － 
－ 
１ 

９３７ 
６ 

１,４６６ 
   売上債権の増減額（増加：△）  △ ４,３２１ ５,６９１ 
   たな卸資産の減少額  ７５９ ５,７１１ 
   仕入債務の減少額  △ ９６２ △   ４,６６０ 

貸倒引当金の増減額（減少：△）  ６５ △      ３８３ 
   賞与引当金の増加額 
   車輪事業整理損引当金の減少額 

 １,７９１ 
－ 

５ 
△   ２,７６２ 

   退職給付引当金の増減額（減少：△） 
役員賞与の支払額 

 
 △ 

７ 
６６ 

△        ３２ 
△      １２２ 

その他  １,０６５ △   ６,０９４ 
     小  計  １０,０４７ ４３,００４ 
   利息及び配当金の受取額  ４７ ５９８ 
   利息の支払額  △ １,７１０ △   ４,５９６ 
   法人税等の支払額  △ ５７２ △   ４,９８８ 
    営業活動によるキャッシュ･フロー  ７,８１２ ３４,０１７ 
    
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ･フロー    
   有形固定資産の取得による支出  △ ３,８７０ △ ２６,２４５ 
   有形固定資産の売却による収入  ２３ １,４０９ 
   投資有価証券の取得による支出 
   投資有価証券の売却による収入 

 △ ２１ 
－ 

△          １ 
２８５ 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出  － △        ５３ 
   連結の範囲の変更を伴う子会社の売却による収入  － ０ 
   貸付による支出 △ ９６ △      ５４０ 
   貸付金の回収による収入  １４４ ５２１ 
   その他  △ １１２ ２７８ 
    投資活動によるキャッシュ･フロー  △ ３,９３４ △ ２４,３４６ 
    
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ･フロー    
   短期借入金の減少額  △ ３,３６６ △   ３,３５４ 
   長期借入れによる収入  － ５１３ 
   長期借入金の返済による支出  － △   ２,４８５ 
   自己株式の取得による支出  △ ５ △          １ 
   配当金の支払額  △ ２,７９４ △   ２,７９４ 
   少数株主への配当金の支払額  － △        ３１ 
   その他  － △      １６３ 
    財務活動によるキャッシュ･フロー  △ ６,１６５ △   ８,３１７ 
    
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △ ４２２ ６６９ 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△）  △ ２,７１０ ２,０２２ 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  １３,９５２ １１,９３０ 
Ⅶ 現金及び現金同等物の四半期(期末)残高  １１,２４１ １３,９５２ 
 
※今期は四半期決算開示初年度のため、前年同期の数値及び比較はありません。 
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３. セグメント情報 
(a) 事業の種類別セグメント情報 
当第 1四半期（自 平成１４年４月１日 至 平成１４年６月３０日）       （単位：百万円） 

当第 1四半期  

機械加工品 電子機器 計 
消  去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ売上高及び営業利益      
売 上 高      
(1) 外 部 顧 客 に 

対 す る 売 上 高 
31,668 40,699 72,367 － 72,367 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

3,846 － 3,846    △  3,846 － 

計 35,514 40,699 76,213 △ 3,846 72,367 
営 業 費 用 30,416 39,765 70,182 △ 3,846 66,336 
営 業 利 益 5,098 933 6,031 － 6,031 

Ⅱ資産、減価償却費 
及 び 資 本 的 支 出 

     

資 産 199,418 214,058 413,477 △ 79,908 333,569 

減 価 償 却 費 2,208 3,614 5,823 － 5,823 
資 本 的 支 出 793 3,169 3,963 － 3,963 

(注) １．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
   ２．各区分の主な製品 
   ① 機械加工品……ベアリング、ピボット アッセンブリー、テープガイド、ファスナー、航空機用機械加工部品、防衛

関連機器等 

   ② 電子機器………各種精密小型モーター等、キーボード、スピーカー、トランスフォーマー、ＦＤＤサブアッセンブリー、
スイッチング電源、インダクター、ハイブリッドＩＣ、ひずみゲージ、ロードセル等 

  ３.「流通販売ほか」の事業については、前々期に家具輸入販売子会社の株式会社アクタスを売却し、同事業は前期をもっ
て終了いたしました。 

 
前 期（自 平成１３年４月１日 至 平成１４年３月３１日）                   （単位：百万円） 

前          期  

機械加工品 電子機器 流通販売ほか 計 
消  去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ売上高及び営業利益       
売 上 高       
(1) 外 部 顧 客 に 

対 す る 売 上 高 
122,025 156,303 1,016 279,344 － 279,344 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

8,336 － － 8,336   △  8,336 － 

計 130,361 156,303 1,016 287,679  △  8,336 279,344 
営 業 費 用 108,225 156,466 1,016 265,707 △  8,336 257,371 
営 業 利 益 22,135 △  162 △    0 21,972 － 21,972 

Ⅱ資産、減価償却費 
及 び 資 本 的 支 出 

      

資 産 205,919 231,806 745 438,472 △ 88,434 350,037 

減 価 償 却 費 9,489 14,891 5 24,385 － 24,385 
資 本 的 支 出 7,963 18,485 5 26,453 － 26,453 

(注)１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
  ２．各区分の主な製品 
   ① 機械加工品……ベアリング、ピボット アッセンブリー、テープガイド、ファスナー、航空機用機械加工部品、車輪、

防衛関連機器等 

   ② 電子機器………各種精密小型モーター等、キーボード、スピーカー、トランスフォーマー、ＦＤＤサブアッセンブリー、
スイッチング電源、インダクター、ハイブリッドＩＣ、ひずみゲージ、ロードセル等 

   ③ 流通販売ほか…家具及びインテリア用品等 
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(b) 所在地別セグメント情報 
当第 1四半期（自 平成１４年４月１日 至 平成１４年６月３０日） （単位：百万円） 

当第 1 四半期  

日 本 アジア 北米・南米 欧 州 計 
消  去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ売上高及び営業利益        
売 上 高        
(1) 外 部 顧 客 に 

対 す る 売 上 高 
19,431 27,861 15,806 9,266 72,367 － 72,367 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

27,712 26,707 629 1,993 57,042 △ 57,042 － 

計 47,144 54,569 16,436 11,260 129,410 △ 57,042 72,367 
営 業 費 用 46,488 49,779 16,202 10,907 123,378 △ 57,042 66,336 
営 業 利 益 656 4,789 233 352 6,031 - 6,031 

Ⅱ 資 産 183,170 205,601 31,695 25,818 446,286 △112,717 333,569 
(注) １．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 
   ① 国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。 
   ② 各区分に属する主な国又は地域 
       ア ジ ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等 
       北米・南米：米国、メキシコ 
       欧   州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア 
 
 
前期（自 平成１３年４月１日 至 平成１４年３月３１日）                    （単位：百万円） 

前          期  

日 本 アジア 北米・南米 欧 州 計 
消  去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ売上高及び営業利益        
売 上 高        
(1) 外 部 顧 客 に 

対 す る 売 上 高 
83,704 95,883 63,569 36,186 279,344 － 279,344 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

92,865 107,444 3,508 4,548 208,366  △208,366 － 

計 176,569 203,327 67,077 40,735 487,710 △208,366 279,344 
営 業 費 用 175,802 185,941 65,109 38,885 465,738 △208,366 257,371 
営 業 利 益 767 17,386 1,968 1,850 21,972 － 21,972 

Ⅱ 資 産 195,304 201,541 38,088 25,194 460,129 △110,091 350,037 
(注)１．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 
   ① 国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。 
   ② 各区分に属する主な国又は地域 
       ア ジ ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等 
       北米・南米：米国、メキシコ 
       欧   州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア 
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(c) 海外売上高  
当第 1四半期（自 平成１４年４月１日 至 平成１４年６月３０日） （単位：百万円） 

当第 1 四半期 
 

アジア 北米・南米 欧 州 合 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 27,679 15,292 9,716 52,689 

Ⅱ 連 結 売 上 高    72,367 

Ⅲ 
連結売上高に占める 
海外売上高の割合 38.2% 21.1% 13.4% 72.8% 

(注) １．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
   ２．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 
   ① 国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。 
   ② 各区分に属する主な国又は地域 
       ア ジ ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等 
       北米・南米：米国、カナダ、メキシコ等 
       欧   州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア、オランダ等 
 
 
前期（自 平成１３年４月１日 至 平成１４年３月３１日） （単位：百万円） 

前     期 
 

アジア 北米・南米 欧 州 合 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 96,758 60,733 38,832 196,323 

Ⅱ 連 結 売 上 高    279,344 

Ⅲ 
連結売上高に占める 
海外売上高の割合 

 
  34.6% 

 
  21.7% 

 
  13.9% 

 
   70.3% 

(注) １．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
   ２．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 
   ① 国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。 
   ② 各区分に属する主な国又は地域 
       ア ジ ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等 
       北米・南米：米国、カナダ、メキシコ等 
       欧   州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア、オランダ等 
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４. 有価証券関係  

(１) その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円） 

 当第 1 四半期末 前   期   末 

種     類 取得原価 
連結貸借対照
表計上額 差   額 取得原価 

連結貸借対照
表計上額 差   額 

その他有価証券で時価のあるもの 

株 式 ７,２８２ ４,６０３ △２,６７９ ７,２６０ ４,３９７ △２,８６３ 

合    計 ７,２８２ ４,６０３ △２,６７９ ７,２６０ ４,３９７ △２,８６３ 

 

(２) 時価評価されていない主な有価証券 （単位：百万円） 

 当第 1 四半期末 前 期 末 

種     類 連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 １,３４５ １,３３３ 

   

合    計 １,３４５ １,３３３ 

（注）非上場株式（店頭売買株式を除く） 
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５. 生産、受注及び販売の状況 

(１) 生 産 実 績 （単位：百万円） 

事 業 の 種 類 別 セ グ メ ン ト                 当 第 1 四 半 期 前          期 

機 械 加 工 品                 ２９,８５８ １２４,６０４ 

電 子 機 器                 ４０,５６３ １５４,４９０ 

合 計           ７０,４２１ ２７９,０９４ 

(注) 金額は、販売価格(消費税抜き)によっております。 
 

(２) 受 注 実 績 （単位：百万円） 

当 第 1 四 半 期 前          期 
事 業 の 種 類 別 セ グ メ ン ト                 

受注高 受注残高 受注高 受注残高 

機 械 加 工 品                 ３２,１１２ ３４,７３２ １１２,４１４ ３４,２８８ 

電 子 機 器                 ４０,０３６ ２２,８２０ １５８,２５３ ２３,４８３ 

流 通 販 売 ほ か                 ―  ―  ８２６ ―  

合 計           ７２,１４８ ５７,５５２ ２７１,４９３ ５７,７７１ 
(注) 金額は、販売価格(消費税抜き)によっております。 

 
(３) 販 売 実 績 （単位：百万円） 

事 業 の 種 類 別 セ グ メ ン ト                 当 第 1 四 半 期 前          期 

機 械 加 工 品                 ３１,６６８ １２２,０２５ 

電 子 機 器                 ４０,６９９ １５６,３０３ 

流 通 販 売 ほ か                      ―   １,０１６ 

合 計           ７２,３６７  ２７９,３４４ 
(注)金額は、販売価格(消費税抜き)によっております。 

 


